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自治体の再建・再生制度に関する研究
米国地方政府におけるスキームを例に
稲 生 信 男＊
H
1 。本 稿 の 目的
米国の地方政府は、連邦政府により財政を下支えする制度を有するわけではなく、また規模が小
さく財政基盤が脆弱な団体も多いことから、経営危機に陥ることも多い。このため、地方制度、な
かでも重要な資金調達手段である地方債制度を考えるうえで、経営再建・再生スキームがきわめて
重要であるl。
本稿では、米国地方政府の再建・再生制度を類型化したうえで、再生制度の核となる連邦破産法
第9 章の構造を解析する2．これまで米国地方政府の再建・再生制度については、もっぱら現象面に
着目した先行研究はみられるものの、米国地方政府における再建・再生の制度面について分析した
ものはほとんどみられない3．一方、日本国内では、自治体の財政・財務状況が悪化し、もはや自主
再建が困難になった場合には、国に対して地方財政再建促進特別措置法4の適用(正確には「準用」)
を申請する。しかしながら、経営破たんの場合には対応する制度はなく、地方財政システムの動向
次第では検討が必要となる可能性がないわけではないものと思われる。これらの点から、本研究は
一定の意義を有するであろう。
2 。 米 国 地 方 政 府 の 経 営 危 機 に お け る 再 建 ・再 生 制 度52.1.
米国地方政府の再建・再生における特徴
米 国地方政府が経営危機に陥った場合 における再建・再生 にみられる特徴を概括するとおおよそ
以下のとおりである。
第 目こ、法的措置としての破産手続が整備されているものの、原則的な処理としては、経営が破
た んする前の段階で、州政府が地方政府の再建を支援し財政破たんを回避する。
第2 に、連邦破産法第9 章（TITLE11-BANKRUPTCY,CHAPTER9,ADJUSTMENTOFDEBTSOFAMUNICIPALITY
）にい う、地方政府の「破産 （bankruptcy ）」 は、一般でいう（企
業の）破産とは異なり、財政再建手法の一つであるか、あるい は一種の会社更生あるいは民事再生
に近 い手続である。
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第3 に、数的には一般の地方政府の破産は少なく、破産法適用団体のほとんどは学校区など特別
地方公共団体の破産であ る。
第4 に、「州 の創造物 （creaturesofthestates)」としての地方政府の破たんであるため、財政破た
んに陥った場合には一般に州の関与が政治的社会的に強く求められること（破産手続や司法プロセ
スにおいても州の役割大）、である。
したがって、米国の地 方政府では日本に比べると経営危機に陥る団体の数が多い とはいっても、
連邦 破産法第9 章を適用して再生を図 るヶ－スは決して多くはない。1937 年から1994 までの間 にわ
ずか491 の地方政府が破産宣告を受けたにすぎず、1980 年以降でみると、12a 件が提出されたにとど
まる。破産申立件数をみると（カ ッコ内は、民間企業や個人 も含 めた破産申立の合計件数）、1990 年7
件 （725千件）→1995 年12 件（858千件）→1996 年10 件（1,042千件）→1997 年9 件（1,317千 件）→1998
年5 件(1,429 千件）→1999 年3 件（1,392千件）である6．
また、1980 年から95 年の間に破産申立のあった件数を機関毎にみると、地方公営企業64 件、地方
政府（市、村、郡）17件、病院関連7 件、学校施設6 件、特別区22 件、交通機関5 件となっている。
行政サービスを継続的に提供 する必要性については日米間で差はない。経営破たん以前 に州 がテ
コ入れすることが、連邦主義の枠組みを維持するうえでも必要である。その意味で、地方政府 の破
産 は、「最初の手段ではなく、最後の手段 （“thelast.notthefirst" ）」 として構築されたシステムで
あ る7．
以下 は、米国地方政府の再建及び再生スキームについて論じることとする。
2。2.地方政府再建・再生の類型
州の創造物（creatures）としての地方政府が経営危機に陥った場合に再建を図る方法としては、大
きくは3 類型に分けることが可能である8．
まず、地方政府が経営危機に陥った場合には州が強力に関与し、再建に向けて支援することが前
提である。これは、前述のように地方政府は州の創造物であり、州が地方政府の権限の源であるこ
とから、財政危機による財源不足の場合に一次的な責任は地方政府にあるものの、州が後見的監督
責任を負うべきであるとの考え方に基づく。このことから、第一に、経営破たん以前に、州の関与
のもとで経営再建を図るタイプがある（以下、本方式による経営再建を「州関与破産回避型」とい
う）。これは、危殆時期にとられる措置であることから、法的には破産ではない。
第二に、州政府が特別法などを制定し、州自身が破産管財人を派遣して再建を図るケースもみら
れる（以下、本方式による再建を「州の破産管財人による再建型」という）。
第三に、米国地方政府が経営破たんした場合の再建制度については、連邦破産法に規定がある（第9
章「地方政府の債務調整」。以下、本法による再建を「連邦破産法型」という）。連邦法上、地方政
府の破産は、民間企業や個人の破産と同様に、破産法典（BankruptcyCodes ）中に規定されている。
本法律上は「破産」という用語を使用されているものの、後述するように現実には地方政府の清算
ないし団体自体の解散を目的とする制度ではなく、会社更正に近い再建型の規定である点に留意を
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要する。
いずれにしても、一つの地方政府の信用危機が、市場を通じて他の地方政府の資金調達問題に波
及し、しかも長期間にわたって地方債マーケットに深刻な影響を与えるといわれる地方政府の破産
は回避される傾向にある9．このため、経営危機に陥った地方政府の再建には破産手続を選択するよ
りも、州が任命した監督委員会（oversightboard）等の下に位置づけ、州の監督を受けて再建され
るのが一般である10。
続いて、日本にはない地方政府の破産制度の枠組みをみることとする。
3 。 連 邦 破 産 法 第9 章 の フ レ ー ム3.1.1.
地方政府破産における連邦 と州の役割
連邦破産法第9 章の規定は、大恐慌 さなかの1934 年に立法化された11．議会は、連邦憲法修正10 条
に規定された州の統治権を、侵害しないかたちでの立法化 を目指したものの、最高裁は本法を違憲
と断じた12．このため議会 は、1937 年に修正破産法を改めて制定した結果13、ようや く最高裁も支持
することとなり、連邦破産法第9 章の本格的 な運用が始 まった。
連邦破産法は、連邦主義への配慮から、破産手続に関与する連邦破産裁判所の権限に制限を加え
ている。例えば、同法903 条（ReservationofStatetocontrolmunicipalities: 州政府の地方政府 に
対する監督権限の保持）は、原則 として連邦破産裁判所が、州の地方政府 に対する監督権限を制限
し、あるいは損なうことを認めないu 。 また、904 条は、連邦破産裁判所が、地方政府 の政治上の権
限や、財産や歳入に関する権限ならびに収益を生み出す財産の利用と享有に対して、干渉で きない
と定 める。さらに、連邦破産裁判所 は、地方政府に対して、「州の同意」なく特定の行為を強制する
こともできない15,16。
こうして、地方政府が破産した場合 には、属する州の権限の下で再生を図 ることが法定されてい
る。 これは見方を変えれば、地方政府の破産 における再生責任 の所在と権限の一致を意味するとも
いえる。連邦破産裁判所 は、地方政府の経営破たんの場合に、後見的 に監督 することは行って も、
権利調整などの具体的な実務 は地方政府と州 に任せるスキームとなっている。州 は、自己の責任と
権限のもとで、地方政府の再生に向けて必要な措置をとると同時 にコントロ ールを行うわけである。
この点は、米国地方債マーケットとの関係で も重要である。 経営責任 と、経営の結果責任 として
の「再生」への責任は表裏一体的である。地方政府が、経営内容 をどのように改善し、債務返済を
円滑 に進めるか、あるいは、 どこ までの債務返済が可能なのか、 債権者 に対する説明責任がある。
このためには、責任の所在が一本化 される必要がある。
本法 は、以 後も数回にわたり修正されてきている。改正内容をみると、特徴は二点みられる。 第
一 に、破産手続を利用しやすくして財政再建 を促進するという ものである。第二に、地方政府のマ
ネジメントに対する州の責任の明確化 という点である。
例えば、深刻化する地 方政府の財政危機への法的対応を可能とするため、1978 年 に破産申請に関
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する規定が付加された。同時に、地方政府に対する州の債務免除（免責）手続を認めるに至った17．
修正理由は、州が、地方政府の財政再建に最大限柔軟に対応することが望ましい、という点にある。
さらにヽ1988年には、レーガン大統領が、1987年の改正破産法（theBankruptcyReformActof1978
）第9 章の修正法案に署名を行った。本修正により、地方政府に対する一般債権者は、レペニュー
債のキャッシュ・インフローを担保する特別歳入（specialrevenue*）^部分を、返済の引当とするこ
とはできない旨の、連邦破産裁判所の判決を明文化することとなった。改正後の規定によると、破
産を申し立てた地方政府は、レペニュー債の元利金返済に充当する特別歳入部分を区分経理する必
要がある。これは、一方で一般財源保証債の財源担保からは特別歳入分をはずすことを意味する。
しかしながら、財政基盤が脆弱な自治体にとっては、良好なキャシュフローを有するプロジェクト
や部門を一般財源と切り離してレベニュー債を起債することで、相対的に高い格付けを得ることが
可能 となっている。
また、1994年の連邦破産法の改正では、地方政府の破産申立に州の許可を必要とするようになっ
た。ちなみにカリフォルニア州では、地方政府の破産申立に対する州の許可権限について根拠規定
を持っている。米国では一般に、州政府は地方政府の破産について法制度を整備している19．
3。1.2.破産手続の概要
破産法第9 章の規定の目的は、財政危機にある地方政府を債権者から保護し、債務調整計画を策
定する点にある。地方政府の抱える負債は、返済期限の延長、要返済元利金の縮減や借換など新た
な融資(refinance)により、整理される20。破たんした地方政府は、裁判所の監督の下、負債整理を
行いつつ財政の再建を行う。この間、必要かつ基本的な行政サービスの提供を継続する呪
以下に、米国破産法に基づく手続の概略を述べる。手続の流れに従い、破産開始、債務調整、免
責の順に論じる。(1)
破産手続開始
破産手続きの開始にあたっては、所定の破産原因を具備することに加え、債権表の作成と提出な
らびに利害関係人への通知等の手続きが必要である。裁判所は、利害関係人からの異議に合理性の
ある場合等には破産の中立を却下し、適格要件をみたす場合で異議に合理性がない場合には破産宣
告を行う。
①破産原因( 申立にかかる適格要件)
地方政府が連邦破産法により再建する場合、破産裁判所に対して破産申請を行う。ここで、地方
政府とは、ある州の政治的な下部組織(subdivision)、エージェンシーあるいは機能(instrumentality)
と定義される22．破産申請を受けた破産裁判所では、破産申立の適格性について判断する。破産中立
の適格要件は、連邦破産法に規定がある。整理すると以下のとおりである。
第一に、破産申請が当該地方政府の任意に行われていること。地方政府が抱える債務を調整し、
計画を実施する意思を有することが必要である。なお、本要件について付言すると、旧連邦破産法
は任意でない破産中立(Involuntarycases)について規定していたが、1978年の連邦破産法改正によ
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り303条の準用規定が削除された。これにより地方政府の意思に基づかない破産申立は認められない
ことになった23．
第二に、州法などの規定により、連邦破産法のもとで破産処理を行う法的根拠を有すること24．
第三に、破産原因としては当該地方政府が支払期限の到来した債務に関し、一般的に支払い不能
の状態にあること25．ここでいう債務については、支払い義務につき争いのある債務を除くほか、直
接州法によるか、または州法により授権された職員により権限を付与され、起債を行うことを個別(specifically
）に認められて負担する債務であることが必要である。
第四に、技術的なものとしては以下のものがある。（a）第9 章の適用によって損なわれる債権の
種類ごとに、債権額の少なくとも過半数を有する債権者との間で合意に達していること、（b）第9 章
の適用によって損なわれる債権の種類ごとに、債権額の少なくとも過半数を有する債権者との間で、
合意を得るために誠意をもって交渉したものの、合意を得られなかったこと、（c）（a）および（b）
の交渉が実行不可能なため、債権者と交渉することができないこと、（d）ある債権者が、他の債権
者に先がけて優先的に返済を得ようしているものと合理的に認められること26．
②債権表作成
破産申立を行う地方政府は、債権表（alistofcreditors）を破産裁判所に提出しなければならな
い27．債権者リストは、通常、破産申立と同時に提出されるが、規模が大きい地方政府の場合には、
破産中立に間に合わない場合も生じる。そこで連邦破産手続規則は、破産裁判所が、破産申立後、
適当な期限を定めて債権者リストを提出させることを認める28．また、債権額の多い者から上位20名
のリストも併せて提出する必要がある。
③利害関係人への通知・公告
連邦破産法は、地方政府の破産宣告（破産手続の開始宣言）および救済命令（orderforrelief）が
出された場合、裁判所書記官等に、利害関係人へ通知する義務を負わせている29．また、利害関係人
への通知は、少なくとも、3週間連続して、I週間に一度当該地方政府内で一般的に販売されている
新聞一紙および債券ディーラーや債券投資家向けに一般的に販売されているその他の新聞に掲載し
なければならない30。
④破産中立に対する異議申立および破産申立の却下
利害関係人は、破産申立に対して異議を申し立てることができる31．例えば、関係者間ですでに債
務調整が進められている場合、あるいは、破産申立に州の許可が得られていないような場合がある。
この場合には、破産裁判所は異議を申し立てた者に対して聴聞の機会を与える必要がある。
破産裁判所は、破産手続を開始する要件をみたさない場合には破産中立を却下する。却丿下しない
場合、連邦破産法による手続を開始する旨宣言（救済命令）する。
（2） 債務調整（負債整理）手続
地方政府が破産中立を行うと、債権回収手続が停止し、破産裁判所と利害関係人の関与のもとで
債務調整手続が実施される。日本の倒産法制に照らせば、会社更生法あるいは民事再生法に類似し
たかたちで債権額の圧縮等が行われていく。裁判所に認可された債務調整計画は、破産した地方政
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府および債権者の双方を拘束することとなる。
①手続自動停止（automaticstay）
破産申立によりヽ債務者である地方政府および所有する財産に対する全ての債権回収手続が停止
する（連邦破産法901条（a）による362条の準用）。この手続自動停止条項は、経営破たんした地方
政府の職員や住民に対する債権回収をも禁止する32．これは、日本の民法でいう債権者代位権（民法423
条）等により、地方政府が有する課税債権などを地方政府に代わって直接的に回収することを禁
ずる趣旨であると考えられる。
但し、一般債権と区分された、特別の歳入を担保としている債権に関しては、手続自動停止の対
象から除外され、当該特別の歳入を原資に優先返済を行うことが可能である。例えば、レベニュー
債などが例として考えられる馬
②請求証明（proofsofclaim ）
続いて破産裁判所は債権者に対して、所定の期間内に請求証明を提出するよう求める34．ただし、
地方政府破産の手続では、申し出債権に対して地方政府から異議（disputed）を申し立てられている
場合や、債権未確定（contingentorunliquidated）の場合を除いて、債権者が請求証明を提出する
必要はなく、債権表に記載されていることで足りる35。
③債権者の役割と利害関係人の関与
企業倒産の場合などと比較し、地方政府の破産においては、債権者の役割は限定されている。第1
回の債権者集会（meetingofcreditors）は開催されず、債権者からの債務調整計画の提出は認めら
れていない。債務弁済計画策定の主導権は、地方政府側にある。また、裁判所の債務調整計画への
関与の度合いも低い。
このため、一般的には、債権者の代表機関として連邦破産法第H 章に規定する債権者委員会（com-mittee
）を組織する。債権者委員会は、委員会を代表する弁護士や会計士を選任するほか、破産地方
政府の財務状況の精査など利害関係人サイドの代表機関としての役割を持つ36．
一方、地方政府の破産では多数の利害関係人が存在する。そこで、連邦破産手続規則では、破産
裁判所の求めに応じて、連邦財務長官や、当該地方政府の属する州の代表者が関与すべき旨を規定
する37．加えて、証券取引委員会（SEC ）や利害関係人に対し、破産法廷に出廷し聴聞する機会を与
えている38．ちなみにここでいう利害関係人とは、地方政府の職員、住民、当該地方政府の行政区域
内に不動産を所有する非居住者、証券会社および地域金融機関を指す39。
④破産地方政府の権限と限界
破産裁判所の関与が制約される一方、破産地方政府の権限は保持されている。財産利用、課税、
経費支出と経費支弁のための起債などが可能である40。このほか、破産裁判所の認可を条件に、未履
行の双務契約や、期限未到来のリース契約の履行拒絶権を行使し、非負債性の契約関係の債務調整
を行うことも認められる。企業の再建手続である第11章による破産の場合には、団体交渉による合
意などを要する場合にも、そのような手続を経ることなく履行しないことができる。
ただし、破産裁判所は、（a）訴訟不追行、（b）債権者を害するような不合理な手続遅滞のある場
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合、（c）裁判所の指定した期間内に返済計画を提出しない場合、（d）所定期間内に返済計画が認め
られなかった場合、（e）裁判所に計画の承認を拒絶された場合、（f）計画に違背し、重大な債務不履
行がみられた場合あるいは返済計画に定めた一定事項の発生により返済計画が終了した場合、等に
は破産手続を棄却して中止し、破産手続を終結する‘1．
⑤地方債保有者の取り扱い
米国における地方債は、地方政府の資金調達手段として重要であることから、一般債権者に対す
る取り扱いと異なって、保有者に対する保護が手厚い点が特徴的である。
まず、民間企業の場合には、債権者に対して行われた返済は、故意否認や危機否認の対象として、
債務者による返済行為は否認される場合がある。しかしながら、地方政府が破産申立前に支払不能
状況にあるような場合、つまり危機時期にある場合に、地方債保有者に対して行われた返済につい
ては、一般に偏頗（へんぱ）行為として否認権の対象とはならない。また、地方債保有者に対して
代物弁済が行われたような場合でも同様である42．これは、一般財源保証債（GeneralObligationBond:GO
）であると、レペニュー債であると問わない。
次に、破産手続に入った後では、地方債保有者は、債券の種類に基づいて異なった取り扱いを受
ける。一般財源保証債は、一般債権として扱われる。このため、破産した地方政府は、破産手続中
に、元利金を返済する必要はない。一般財源保証債の保有者は、策定された債務調整計画にしたがっ
て返済を受けることとなる。
一方、レベニュー債の保有者は、対象となるプロジェクトより担保される歳入を原資に、破産手
続の係属中においても、元利金の返済を受ける43．ただし、プロジェクトの運営費用は、プロジェク
トを維持するために支出可能とされており、実際にレペニュー債保有者への返済原資となるのは、
運営費用控除後のキャッシュフローである44．いずれにしても、レベニュー債は、債券の発行、流通、
破産の各局面において、プロジェクトからのキャッシュフローが債券保持者に属するという点を貫
いていると指摘できよう。
⑥債務調整計画の策定
地方政府は、債務調整計画を作成し破産裁判所に提出しなければならない‘5．破産申立と同時に提
出しない場合には、破産裁判所が定める期間内に提出する必要がある。③で述べたように、債権者
や他の利害関係人は債務調整計画を提出できない呪 これは、債権者や連邦破産裁判所が、債務調整
計画の策定と提出というメカニズムを通じて、間接的にでも、地方政府の事項に干渉することを防
止するためである。なぜならば、債務調整計画の内容は、破産地方政府の「将来の」課税や歳出の
意思決定に影響するからである47．いいかえれば、破産したとはいえ、地方政府の自主財政権までも
剥奪あるいは制限することはしない、という連邦主義の「市場（ここでぱdebtmarket" の意）」へ
の意思表示とも考えられる。
⑦債務調整計画の認可
破産裁判所は、以上の手続を経て地方政府から提出された債務調整計画を認可する。債務調整計
画の認可基準は、連邦破産法943条（b）と、901条（a）が準用する1129条の両者から構成される。
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前者は法との適合性や履行主体の適格性などの形式面を定めていることから「形式的要件」、後者は
債務調整 によっ て自らの債権の金額や返済繰 り延べなどの影響 を受 ける債権者の関与 のあり方とい
う権利 の実体面を定めているこ とから「実質的要件」と位置づけることができよう。 そこで以下で
は両者を分けて論じる（まとめについては表I を参照）。943
条（b）は、形式的要件として第9 章の条項をみたすことなど フ項目を要求し ている。
ここで要件の一つである、943 条（b）（7）「債権者の利害（返済時期、配当率など）に最も適う（実
現可能な）計画」とは、破産法第日章（会社更生法）48における意味とは異なる。第11 章のもとで は、
債務者の清算があった場合 を想定して算出された金額に基づく計画である・9．地方政府の破産では、
清算を前提 としない以上異なった解釈が必 要である。そこで、第9 章における「債権 者の利益に最
も適う計画テスト（"bestinterestsofcreditors"test）」 とは、当該債権者にとって、他にとりうる計
画 よりも、より利益をもたらしうる計画であるか否かを判 断するものとされる50。そして、破産裁判
所 は、破産地方政府に対して合理的な努力 を促し、「破産手続を棄却するよりも、債権者にとってよ
り利益に適う、他にとるべき選択」 とするために、 そのテスト を適用する51。
次に、実質的要件については901 条（a）が準用する日29 条の規定 をみる。この規定 は、利 害関係人
の承認 という、もっとも利益対 立の激しい部分を規律するため実質的にみてきわめて重要であ る。1129
条（a）（8）によると、債権者が債務調整計画によって返 済額を減額されたり、返済時期を延長さ
れるといったかたちで害 される場合、原則 として、害される各請求債権の種類ご とに承認 されるこ
とが必要とされる。 もっとも、1129 条（a）（10）の規定により、害される請求権のグループのうち一
つで も債務調整計画 を受 け入れるのであれば、破産裁判所は認可することができる。
裁判所 は、仮に債権者の同意が得られない場合にも、1129 条（b）の“cramdown" （強制的に呑 み
込 ませるの意）条項により計画 を認可で きる。全ての種類の債権者が受け入れた場合でなくても、
他の 要件をみたし、公平 かつ公正な取 り扱いを行っ ていれば足 りる。
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表1 破産裁判所の認可要件
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要 件 項 目 認 可 の メ ル ク マ ー ル
形式的要件943
条(b)
(1) 計画と連邦破産法
との整合性
債務調整計画が(§103(e)及び§901により準用可能とされる) 連邦破産法
の条文に適合すること
（2) 第9 章との整合性 第9 章地方政府破産の各条文に適合すること
（3） 返済総額 債務調整計画で返済される総額について全て情報開示され、かつ、合理
的であること
（4） 履行主体 破産団体が、債務調整計画を履行するに必要な行為を行うことを禁止さ
れていないこと
(5) 保有債権の種類ご
との扱い
債務調整計画が発効する日において、§507(a)(l)により明記された各債
権者が、それぞれの保有債権の性質に応じ、各合計債権額にしたがって
返済を受けると予定されていること(・'
(6) 手続規定の遵守 債務調整計画を履行するために、破産法以外に必要とされる手続規定を
遵守し、あるいは住民投票による承認が得られていること
（7) 債権者の利害bestinterestsofcreditorstest債権者の利益(返済時期、配当率など)に最も適う実現可能な計画となっ
ていること
実質的要件
川29条(901
条(a) によ
る準用)
(1) 一般要件 法を遵守し信義誠実に債務調整計画が作成されたこと等(1129 条(a)(2)(3)(6))
{2)-l 債権者の承認(
原則)
請求債権の種類毎に債務調整計画に対する承認を得たか、権利を損なわ
れていないこと(1129 条(a)(8))
(2)-2 例外① 少なくとも一つの種類の債権者グループが計画を受け入れたこと(1129
条(a)(10))
(2)-3 例外②cramdown
条項
仮に(2)-1,2 にもとづいた承認を得られない場合には、それら以外の規
定に適合し、公平かつ公正に反しないと認められること( 目29条(b))
（注）特別の請求権の保持者が、異なった取り扱いを受けることに同意した場合を除く。
以上の要件を充足することによって債務調整計画が認可されると、破産した地方政府および債権
者は、この計画に拘束される52．債権者が計画を承認しているか、他の規定に基づいて請求権の証明
を受けているか否かにかかわらない。(3
） 免 責
破産地方政府は、以下の3 つの場合に免責を受けることができる。第一に、債務調整計画が認可
された場合、第二に、破産裁判所により任命された支出代理人（disbursingagent）とともに、債権
者への所要分配額を供託した場合、第三に、支出代理人とともに供託された証券により、破産地方
政府の債務返済を有効に行うことができると破産裁判所が決定した場合、である53,54なお、破産犯
罪の規定があり、破産裁判所は、欺岡行為があったような場合に、債務調整計画の認可を取り消す
ことができる55．
4 。 お わ りに
本稿では、米国地方政府の財政危機における再生制度について、連邦破産法第9 章の制度スキー
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ムを中心に論じてきた。制度的特徴をあげると、以下の四点を指摘できるであろう。
第一に、破産申立自体が州と地方政府サイドの権限となっている。破産は政治的にもインパクト
が大きいために、手続開始の時点から行政に主導権がある。
第二に、行政事務の円滑な執行という観点から債権者の権限は縮小されている。破産手続中でも、
財産の利用や課税のほか経費支出等については、原則として自主的な判断で行うことができる。連
邦破産裁判所もいわば後見的立場から破産手続に関与するにすぎない。
第三に、地方債制度への配慮がみられる。特に、レベニュー債の場合には、一般債権となる一般
財源保証債と異なり、一段高い保護が与えられており、特定の財源を担保とする点を強調した制度
設計となっている。一般財源保証債では、平常時には税財源全体を担保としているために保護が厚
いとみられる点と好対照をなしている。
第四に、債務調整計画という財政再建の根幹にかかわる返済計画の策定も、地方政府を中心に行
われる。
米国では地方政府の経営危機が表面化することは珍しくない。それは、国土が広いとはいえ2002
年時点で87,849団体にのぼる実に多くの団体が存在する点にも関係する。経営基盤が日本の自治体
以上に脆弱な地方政府も多いことは容易に想像される。しかし、経営破たんして連邦破産法に頼る
ことは必ずしも多いとはいえない。この点は、州の支援機能が存在しているためである。しかし、
州がもはや支えきれなくなった場合には、連邦破産法による強力な再生措置が動き出す。カリフォ
ルニア州オレンジ郡の例をあげるまでもかろう。企業破産あるいは会社更生とは異なる特徴を持つ
連邦破産法第9 章は、セーフティネットとしての機能を果たしているといえそうである。
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